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株主の皆様へ

　株主の皆様におかれましてはますますご清栄のこととお喜び申し
上げます。
　当社の第５２期上半期（平成１４年３月１日から平成１４年８月３１日ま
で）が終了いたしましたので、ここにその事業概要についてご報告
申し上げます。

　当上半期の世界経済は、当初は緩やかな景気回復基調にありまし
たが、米国のＩＴ関連企業の業績不振や株価の下落などから、米国
経済の回復が懸念され、不透明な状況となりました。
　日本経済は、輸出の回復や在庫調整の進展などにより景気に一部
持ち直しの兆しも見られましたが、米国の景気回復懸念に加え、民
間設備投資の減少や個人消費の低迷など依然厳しい状況のまま推移
しました。

　当社の主要市場であります舶用電子機器の分野につきましては、
国内では、水産業界の不振が続き、商船分野も伸び悩んだことから
全体的に低調に推移しましたが、海外では、昨年の同時多発テロ以
降心配された個人消費の落ち込みは少なく、欧州に加え、アジア・
オセアニア地域においても好調に推移し、全体的に売上が増加しま
した。一方、産業用電子機器の分野は、公共事業見直しの影響等に
より、低調に推移しました。
　この結果、当上半期の売上高は２２９億２千９百万円（前年同期比
２．６％増）となりましたが、市場競争の激化に伴う売上総利益率の低
下に加え、退職給付費用等の人件費の増加による販売管理費の増加
等により、経常利益は４億７千４百万円（前年同期比５５．３％減）、中
間利益は２億７千６百万円（前年同期比６．８％減）にとどまりました。
　連結の業績につきましては、売上高３１６億６千３百万円（前年同期
比８．７％増）、経常利益２３億５千８百万円（同、１３．２％増）、中間純利
益１４億５千８百万円（同７５．６％増）となりました。
　なお、平成１４年７月には、商船市場の強化を図るため、フィンラ
ンドの船舶用電子機器メーカー「ナビントラ社」を買収し、「フル
ノ・ナビントラ社」を設立しました。これにより、商船市場での更
なる占有率アップを目指します。
　また、当社は、平成１４年７月２３日、１７万８千株の自己株式（５千５
百万円）を取得いたしました。

　部門別の状況
　　舶用電子機器

　舶用電子機器の分野では、国内については、全般的な水揚げ
高不振が続く中、厳しい状況で推移しましたが、海外市場では
プレジャー部門、漁船部門、商船部門ともに順調に推移し、堅
調な購買意欲に支えられ、新製品の投入や為替の円安基調も
あって売上が大きく増加しました。中でもプレジャーボート向
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平成１４年１０月

代表取締役社長

古 野 清 之

けNavNet 機器（魚群探知機や航法装置をネットワーク接続し
たシステム）に加え、最新鋭のスキャニングソナーを中心に魚
群探知機、レーダーともに売上が増加しました。
　この結果、この部門の売上高は１７２億５千１百万円（前年同期
比９．５％増）、連結の売上高は、２５２億７百万円（同１５．５％増）と
なりました。

　　産業用電子機器

　ＧＰＳ関連機器や骨密度測定装置、血液分析装置等の医療用
機器の売上が伸びたものの、公共関連機器の売上が減少したこ
とにより、全般的に低調な結果となり、この部門の売上高は５６
億７千８百万円（前年比４．９％減）、連結の売上高は、６４億５千６
百万円（同１１．６％減）となりました。

　当期の中間配当につきましては、去る１０月１８日の取締役会におき
まして、３期ぶりに配当を復活させ、１株につき３円とさせていた
だくことを決議いたしました。

　以上、当上半期の営業の概況につきましてご報告申しあげます。

　今後の業績見込み

　国内外の経済情勢は、米国景気の鈍化、世界同時株安、国内金融
システム不安等により厳しい情勢が続くものと思われます。このよ
うな状況の中において、当社といたしましては、新商品の開発、販
売サービス・ネットワークの強化、固定費、変動費の更なる圧縮、
業務システムの改革の推進等により、引き続き競争力を高め、業績
の向上に努めてまいる所存であります。
　
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご鞭
撻を賜りますようよろしくお願い申しあげます。
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フルノ・ナビントラ設立

　７月１日、フィンランドの船舶用電子機器メーカー「ナビン

トラ社」を買収（資産および営業権）し、「フルノ・ナビント

ラ」（FURUNO NAVINTRA OY）を設立しました。

　古野電気が長年培ってきた船舶用電子機器市場における総

合力に、商船向け電子海図システムをリードしてきたナビン

トラ社のノウハウが加

わることによって、商

船市場における顧客満

足をより高め、さらな

る占有率の向上を目指

します。

船舶用レーダー中核部品を自社生産

　船舶用レーダーの中核部品である「パルスマグネトロン」の

自社生産を開始しました。

　「パルスマグネトロン」は、電波を作り出す真空管の一種で

レーダーの心臓部です。世界でも数少ない製造メーカーのひ

とつであった株式会社東芝がこの事業から撤退するのに伴い、

その製造設備等の譲渡を受けたものです。他のマグネトロン

メーカーからの供給と自社生産との二本立により基幹部品の

安定確保を図ります。

　製造はフルノ

デバイス株式会

社があたります。
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フルノ社員　国土交通大臣表彰を受賞

　当社社員　冨士川巧　が平成１４年度の「海の日」に、国土交

通大臣表彰を受賞しました。　

　これは、国土交通省から毎年、陸上および海上交通の安全に

貢献した人々に贈られるもので、冨士川氏による、船舶用レー

ダーの航跡記録機能（エコー・トレイル）に関する優れた発明

が、その高機能化とともに小

型レーダーにも付加できる

経済性を実現したことに

よって、小型船舶の安全航行

に寄与したことを評価され

たものです。

魚群探知機
フルノの技術
豆知識　�

　超音波が物体に当たると反射

しますが、魚群探知機はこの基

本的な性質を利用しています。

　超音波は水中を毎秒１５００mの

早さで伝わります。超音波を船

底から垂直に発射し、途中魚群

や海底に当たると、その一部分

は元のところに返ってきます。

発射してから反射波が返ってく

るまでの時間を測れば、魚群や

海底までの距離を正確に知るこ

とができます。

　これらの信号の強さと時間関係を画面上に表示できる

ように作られたのが魚群探知機です。

　最近の魚群探知機は他の機能と合わせた複合機が主流

です。
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新新新新新新新新新新製製製製製製製製製製品品品品品品品品品品新製品

国際船舶自動識別装置（AIS）
FA-１００

　自船の情報を規定

されたタイミングで

自動送信すると共に、

付近を航行する他船

からの情報を受信し、

混雑した海域での安

全航行に威力を発揮

します。

　「国際船舶自動識別

装置」は、国際条約に

より２００２年７月以降新造された一定規格以上の船舶に、既存

船には別途定められた期限までに搭載が義務づけられていま

す。

高輝度 LCDを採用、直射日光下での視認性を
高める　GPS/WAASプロッター
GP-1850WDF

　７型高輝度 LCDの採

用により、直射日光下で

の視認性を高めました。

WAAS対応により、米国

およびその周辺では測位

精度がさらに向上してい

ます。

WAAS：Wide Area Augmentation System の略。

米国の静止衛星を利用したGPSの広域補強システムのことで、従来の陸上

基地局に代り、衛星からの信号による補正により、さらに正確な測位が可

能となります。（現時点では、日本周辺では衛星が未稼動のためこの機能

は働きません。）
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計量魚群探知機
FQ-８０

　魚（魚群）の体長、数

量、方位、深度を高精

度に検出、計測します。

　充実した解析プロ

グラムで様々な角度

から魚群を解析し、海

洋資源調査、漁場調査

をサポートします。

　スプリットビーム

方式の採用により、探

知能力、海底検出、単

体識別精度が大幅に

向上しました。

小型・生化学分析装置
CA-１８０

　中小病院や検査セ

ンター向けに小型・生

化学分析装置を開発

いたしました。本装

置は血清、尿などの検

体に含まれる酵素、脂

質、たんぱく質、糖な

どを試薬と反応させ、

反応過程を分光光度

計で測る装置です。

本装置の販売は、相手

先ブランドでのOEM供給によっており、すでに国内２社およ

び海外３社と販売契約を締結し、市場導入が開始されていま

す。
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連結決算

 連 結 貸 借 対 照 表 
（平成１４年８月３１日現在）

金　　額科　　目

５１，１４９
１１，０９２
１９，７０２
１８，４８４
９４５
１，１５４
△　２２９
１８，９６３
９，８１６
４，４４９
３，７９３
１，５７３
３９７
８，７４９
２，６４１
３３２
２，９２４
３，４９４
△　６４３

（資　産　の　部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有形固定資産
建物及び構築物
土 地
そ の 他
無形固定資産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

７０，１１３資　産　合　計

金　　額科　　目

２８，０２７
１１，０３５
７，８６４
４，１５１
４，９７６
１７，０１４
６，７７７
７，９８７
１，６５４
５７
５３７

４５，０４１
２４５

（負　債　の　部）
流　動　負　債

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
一年以内返済予定長期借入金
そ の 他

固　定　負　債
長 期 借 入 金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

負　債　合　計
少 数 株 主 持 分

７，５３４
１０，０７３
７，９９８
５０

△　７６９
△　　６０
２４，８２６

（資　本　の　部）
資　　本　　金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自　己　株　式
資　本　合　計

７０，１１３負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

（単位：百万円）

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。

 連 結 損 益 計 算 書 
（平成１４年３月１日から平成１４年８月３１日まで）

金　　額科　　目
３１，６６３
２０，０９１
１１，５７２
９，４６０
２，１１１
５２６
９６
４２９
２７８
１６０
４１
７６

２，３５８
５１
５１
２９
１０
１９

２，３８０
１，２９０
△　３９６

２６
１，４５８

売　　　　上　　　　高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他
営 業 外 費 用
支 払 利 息
手 形 売 却 損
そ の 他

経 常 利 益
特 別 利 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損
そ の 他

税金等調整前中間純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

中 間 純 利 益

（単位：百万円）
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 単 独 損 益 計 算 書 
（平成１４年３月１日から平成１４年８月３１日まで）

金　　額科　　目

２２，９２９

　　　　　　　２２，５２０
４０９

３００

　　　　　　　　２３５
４７４

６０
１４
５２０
５２２

　　　　　　△　２７８
２７６
２５１

５２８

１６，６６３
　　　　　　　５，８５６

１０３
　　　　　　　　１９７

１０８
　　　　　　　　１２６

経 常 損 益 の 部
営 業 損 益 の 部

売 上 高
売 上 原 価
販売費及び一般管理費
営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

経 常 利 益
特 別 損 益 の 部

特 別 利 益
特 別 損 失

税 引 前 中 間 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
中 間 利 益
前 期 繰 越 利 益

中 間 未 処 分 利 益

（単位：百万円）

（注）　１．記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。
　　　２．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

 単 独 貸 借 対 照 表 
（平成１４年８月３１日現在）

金　　額科　　目

３５，１７２
５，６３１
２，３９６
１２，５５９
１０，４９３
６３６

３，５３４
△　７９

１８，８２１
７，６６８
３，０５５
３，６５３
９５９
３００

１０，８５２
８，５５３
２，６８７
△　３８７

（資　産　の　部）
流　動　資　産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
その他の流動資産
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
有形固定資産
建 物
土 地
その他の有形固定資産
無形固定資産
投 資 等
投 資 等
繰 延 税 金 資 産
貸 倒 引 当 金

５３，９９４合　　　計

金　　額科　　目

１７，８０４
３，０２７
７，４０６
５０

４，１５１
８６１

２，３０８
１６，１１０
６，６８１
７，８１１
１，５３７
８１

３３，９１５

（負　債　の　部）
流　動　負　債

支 払 手 形
買 掛 金
借 入 金
１年以内返済予定長期借入金
賞  与  引  当  金
その他の流動負債

固　定　負　債
長  期  借  入  金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
その他の固定負債

負　債　合　計

７，５３４
１０，０７３
１０，０７３
２，４８６
６１７

１，３４０
５２８
（２７６） 
４４

△　６０
２０，０７８

　　（資　本　の　部）
資 本 金
資 金 剰 余 金

資 本 準 備 金
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
任 意 積 立 金
中 間 未 処 分 利 益
（ う ち 中 間 利 益 ）

その他有価証券評価差額金
自 己 株 式
資 本 合 計

５３，９９４合　　　計

（単位：百万円）

（注）　１．記載金額は、百万円未満を切り捨て表示しております。  
　　　２．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。  
　　　３．有形固定資産の減価償却累計額 �� １３，１３６百万円
　　　４．担保に供している資産 ������ ２，２０９百万円
　　　５．輸出手形割引高 ��������� ７，１１０百万円
　　　６．保証債務 ������������ ２，７３３百万円

単独決算
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1，000�

500�

0

35，000�

30，000�

25，000�

20，000�

15，000�

10，000�

5，000�

0

平成12年度中間　　　　　　平成13年度中間　　　　　　平成14年度中間�

〈経常利益〉� （単位：百万円）�

�

　�

　�

　�

　�

0�

-10�

-20�

-60�

-70�

-80

〈１株当たり当期利益・単独〉�

（単位：円）�

31，663
2929，241241 29，123123

8．739．31

-74-74．2020

8．73

-74．20

営業成績の推移�

平成12年度中間

　　　　　　平成13年度中間　　　　　　平成14年度中間�

１株当たり当期利益は、中間期末発行済株式総数に基づいて算出しています。なお、平
成14年度につきましてはそれぞれ自己株式数を控除して算出しています。�

連結�
単独�

2222，9299292222，495495 2222，355355

29，241 29，123

22，92922，495 22，355

2，358358

16511651

2，083083

474474

839839
1，061061

2，358

1，651

2，083

474

839
1，061

30�

20�

10

中間決算 （平成１４年８月３１日現在）
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29，241 29，123

8．73

-74．20

22，92922，495 22，355

2，358

1651

2，083

474

839
1，061

役　員 （平成１４年８月３１日現在）

株主メモ
決 算 期

定 時 株 主 総 会

配当金支払基準日

名義書換代理人

同事務取扱場所

郵 便 物 送 付 先

電話お問い合わせ先

同 取 次 所

公 告 掲 載 新 聞

上場証券取引所

毎年２月末日
毎年５月下旬
毎年２月末日と８月末日
東京都千代田区丸の内一丁目５番１号
みずほ信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目５番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
東京都江東区佐賀一丁目１７番７号（〒１３５-８７２２）
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
電話（０３）３６４２-４００４（大代表）
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほアセット信託銀行株式会社
本店および全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社
本店および全国各支店
日本経済新聞
大阪証券取引所　市場第一部

※家近正直氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１項に定め
る社外監査役であります。

古　野　　清　孝
国　友　　　　茂
古　野　　清　之
古　野　　幸　男
木　谷　　賀　勇
古　野　　清　和
赤　松　　秋　雄
鶴　田　　雅　仁
谷　垣　　英　敏
小　林　　規　男
西　川　　公　平
原　　　　憲　治
飯　野　　博　司
小　西　　貞一郎
鶴　�　　公　二
梶　原　　　　博
家　近　　正　直

取 締 役
名 誉 会 長

代表取締役
会 長
　
代表取締役
社 長

専務取締役

専務取締役

常務取締役

常務取締役

常務取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

監査役（常勤）

監査役（常勤）

監 査 役※



社 名 �

所 在 地 �

設 立 �

資 本 金 �

従 業 員 数 �

古 野 電 気 株 式 会 社 �
FURUNO ELECTRIC CO., LTD.

兵庫県西宮市芦原町９番５２号（〒６６２-８５８０）�
電話（0798）65-2111（代表）�

東京都千代田区神田和泉町２番地６�
神田和泉町亜細亜ビル（〒１０１-００２４）�
電話（03）5687-0411（代表）�

昭和26年5月23日�

7，534，542，650円�

http://www.furuno.co.jp/

1，384名（平成14年8月31日現在）�

（本　　社）�

（東京支社）�

�

�

インターネットホームページアドレス�

会社の概要�


